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平成 28 年度事業報告 2 
和歌山都市圏総合交通計画研究会Ⅲ 事業報告
 
研究会主査  辻 本  勝 久 
【 和 歌 山 大 学 経 済 学 部 教 授 】
 
 本研究会の目的は「和歌山都市圏総合交通計画の理想像を追求し交通まちづくりの理論
的支柱たること」である。平成 28 年度には、前年度までの成果をふまえて、引き続き和歌
山市の総合交通計画のあり方に関し、目標達成のための指標や数値目標、施策パッケージ
の検討を中心に研究を進めた。  
 その結果、平成 29 年 3 月に開催された最終回において、研究報告書の目次と執筆担当
およびシンポジウム「地方都市のまちづくりと交通政策（仮称）」の開催素案を決定する
ところまでこぎ着けることができた。  
 研究会は後述のメンバーとオブザーバーの参加のもとで進められた。日程と報告者・報
告テーマは次の通りであった。  
 
6/22 12 名   
1. メンバーと自己紹介（全員）  
2. 研究会の趣旨説明（辻本）  
3. 基本目標、個別施策と具体的な取り組みについて等（中西氏）  
4. 和歌山市の総合交通計画の目標・指標と施策の検討（全員）  
5. 和歌山市における LRT・BRT 導入の費用対効果分析に関する研究（宋氏）  
6. 今後のスケジュールについて  
 
7/29 9 名  
1. 総合交通計画におけるまちづくりの考え方、基本目標 6 の検討状況等（中西氏）  
2. 基本目標 1 の検討（辻本）  
3. 和歌山市における BRT 導入についての課題検討（宋氏）  
4. 今後のスケジュールについて  
 
9/1 13 名  
1. 基本目標 2 の検討（辻本）  
2. 基本目標 3 の検討（藤田氏）  
3. 今後のスケジュールについて  
 
                                                   
2  所属・肩書きは事業参加時点のものを参照。  
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府 4 県 1 ,037 名について就職先所在地をみると、出身地もしくは近畿地方内での定着率は
約 60～80%と高い（表 5）。他の地方出身者の同一地方への定着率が約 30～50%であるこ
とからも、高い地方定着率といえる。したがって、近畿地方出身者にとって、同じ近畿地
方内にある和歌山大学に入学・卒業して近畿地方内に留まる傾向が確認された。この理由
は、今回のデータだけで断定はできないが、近畿地方内であれば通勤圏内である場合が多
く、居住地を変えない（引っ越しを伴わない）あるいは実家から通える範囲で就職先を選
択している可能性がある。こうした近畿地方内に留まりたいと考える半地元定着者にとっ
ては、和歌山県紀北地域などは県外からの通勤が比較的容易であるため、潜在的な通勤圏
と位置づけられよう。
４  おわりに 
 人口減少が進み、地方における社会問題が深刻化する中、地方創生という観点から地方
での人材定着の必要性が指摘されている。その中で、本資料では、和歌山大学の入学時の
居住地と卒業後での就職先所在を元に地方大学生が「どこから来て、どこへ就職したのか」
という移動経路を具体化した。
 大学生の移動パターンを分類すると大きく 2 つのタイプに分けられる。一つは、地元定
着タイプでもう一方は、地元外定着タイプである。この 2 つは両者とも約 50％と拮抗して
いた。地元外定着タイプは、さらに 5 つのタイプに分類でき、大都市志向タイプ、出身校
定着タイプ、近畿地方定着タイプ、中規模都市志向タイプ、勤務地不問タイプである。こ
の中でも、就職先所在地が東京都や大阪府といった大都市志向タイプは全体の 36 .7%、地
元外定着タイプに限ってみると約 70%となり、その存在の大きさが伺える。しかしながら、
そのほかの 4 つのタイプについても各々3 .5%程度は存在している。このような学生の移動
経路を明らかにすることにより、大学・高等教育機関についても学生に提示できるキャリ
アパス･選択肢も増やすことが出来るといえる。
謝辞 
 本論文をとりまとめるにあたり和歌山大学 COC+推進室 大坪史人氏、冨永哲雄氏、友渕
貴之氏、佐藤祐介氏、キャリア支援ユニット 木村亮介氏にご助言頂きました。
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厚生労働省（2015）平成 27 年版厚生労働白書、http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/15/、
（2016 年 11 月 30 日アクセス）
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受託調査事業報告
和歌山商工会議所経営発達支援計画に伴う各種事業
 
本調査は和歌山商工会議所より委託され、3 つのプロジェクトとして実施したものであ
る。調査概要については後述の各プロジェクトの内容となっており、調査結果についても
プロジェクト毎に報告書にまとめられた。  
各プロジェクトのリーダー及びメンバーに加え、総括事務局、オブザーバー、組織図は
後述の通りである。全体会議については計 3 回（平成 28 年 8 月 1 日、10 月 18 日、平成
29 年 1 月 13 日）実施し、各プロジェクト内での会議は随時実施された。  
 
1．小規模企業景気動向調査  
調査対象は、和歌山商工会議所に会員登録している企業の中から小規模事業所 1,000 社
を抽出した。抽出に際しては、業種（建設業、製造業、商業、サービス業）による層別抽
出法を採用した。各業種の抽出数については、和歌山県内における小規模事業者の業種別
事業者数を参考に、建設業 175 社、製造業 175 社、商業 250 社、サービス業 400 社とし
た。  
調査期間は、平成 28 年 11 月 17 日（木）に 12 月 9 日（金）を回答期限として調査を
開始した。回答期限後も 12 月 30 日（金）まで回収を行った。  
調査方法は、会員一覧のデータを基に業種の偏り等を考慮して抽出し、郵送配布・郵送
回収した。一部、和歌山商工会議所の経営指導員が対面聞き取りにより回収した。従業員
数が建設業・製造業で 20 人以下、商業・サービス業で 5 人以下の事業所を対象とした。 
主な調査項目は、地域経済の研究などを目的とする和歌山地域経済研究機構の構成メン
バーである和歌山大学、（一財）和歌山社会経済研究所、和歌山商工会議所と協議のうえ、
1）事業所の概要、2）最近の業績動向、3）販路開拓の取り組み、4）人事・経理、5）事業
承継、6）今後の経営課題についての 6 項目を設定した。  
 
【メンバー】  
リーダー  妹尾  剛好  和歌山大学経済学部准教授  
藤本  迪也   和歌山社会経済研究所研究員  
中浴  正隆   和歌山商工会議所企画広報・街づくり支援室室長補佐  
 
2．外国人観光客消費動向調査  
和歌山市で生活している外国人から、観光関連産業がインバウンド観光客向けの商品企
画を行うためのヒントとなるような情報を提供することを目的としている。  
調査時期は平成 28 年 12 月～平成 29 年 1 月中旬で行なった。同時期において事前に調
査票を送付し、回答後、30 分から 1 時間程度のヒアリング調査を行った。ヒアリング調査
では調査票の回答内容の確認を中心としている。  
平成 28 年度事業報告 
- 16 - 
 
10/20 12 名  
1. 基本方針 4 の検討（中井氏、宋氏）  
2. 今後のスケジュールについて  
 
11/30 10 名  
1. 基本方針 5 の検討（永瀬氏、上野氏）  
2. 基本方針 6 の検討（中西氏）  
3. 今後のスケジュールについて  
 
1/19 10 名  
1. 達成度目標・数値目標・施策パッケージの全体について  
（藤田氏、中井氏、宋氏、上野氏、中西氏）  
2. 今後のスケジュールと報告書の執筆担当案について  
 
3/23 13 名  
1. 報告書作成の状況およびシンポジウムについて  
（永尾氏、井口氏、中村氏、藤田氏、中井氏、宋氏、中西氏、辻本）  
 
メンバー：  
辻本  勝久（代表）  和歌山大学経済学部教授   
藤田  和史  和歌山大学経済学部准教授   
永瀬  節治  和歌山大学観光学部准教授   
中西  望   和歌山社会経済研究所研究部長   
中井  敬明  和歌山社会経済研究所主任研究員   
中嶋  孝之  和歌山社会経済研究所研究員  
オブザーバー：  
藤本  拓司（一般財団法人和歌山社会経済研究所副理事長）
中平  匡俊（南海電気鉄道株式会社和歌山支社課長）
永尾  吉賞（和歌山県企画部企画政策局調査統計課分析班主任）
志場  久起（特定非営利活動法人わかやま NPO センター副理事長）
宋   謙（和歌山大学院観光学研究科生）
井口  智史（和歌山大学院観光学研究科生）
中村  智隆（和歌山大学院経済学研究科生）
西鍵  悠平（和歌山大学経済学部生）
事務局： 
上野  美咲 和歌山大学経済学部特任助教  
上野山 裕士 和歌山大学観光学部特任助手  
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